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吉田町監査委員告示第４号 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、監

査の結果に関する報告を次のとおり公表する。 

 

平成２９年２月２８日 

 

                     吉田町監査委員 伊藤 利勝   

 

                     吉田町監査委員 遠藤 孝子   

 

 

定 期 監 査 

第１ 監査の概要 

１ 監査の実施期間 

平成２８年１１月１７日から平成２９年１月１２日まで 

２ 監査の対象 

都市環境課 

健康づくり課 

３ 監査の事項及び範囲 

平成２８年４月１日から平成２８年９月３０日までに執行された事務

事業及び一部の事務事業については平成２７年度以前も監査対象とした。 

４ 実施した監査手続き 

監査にあたっては、法令等に基づき、財務に関する事務が適正かつ効率

的に、経営に係る事業の管理が合理的かつ効率的に行われているかどうか

に主眼をおき、あらかじめ指定した監査資料、提示のあった関係書類及び

関係帳簿を審査するとともに所管課長及び関係職員から説明を聴取するほ

か、質問その他必要と認めた監査をした。 

第２ 監査等の結果等 

各課についての監査の結果等は、後述のとおりである。 

なお、一部の事項については、それぞれ口頭で注意、指導を行った。 

 

(注) ① 文中のうち、千円単位で表示されているものは、単位未満は 

四捨五入とした。したがって、合計額が一致しない場合がある。 
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② 比率(％)は、原則として小数点以下第 2 位を四捨五入し、第 1 

位までとした。 

③ 歳入における収入率の算式は、収入額/調定額である。 

④ 歳出における執行率の算式は、執行額/予算現額である。 

 

１ 都市環境課  

⑴【事務事業の概要】 

ア 課内組織 

都市計画部門、土地区画整理部門、環境部門の 3 部門で構成されて

いる。 

イ 職員人数等は次のとおりである。 

管理職 2 人(課長 1 人、課長補佐 1 人)、一般職員 9 人、臨時職員 2

人の合計 13 人である。 

ウ 歳入及び歳出については次のとおりである。(ただし、職員人件費及

び他課局所管分は除く。) 

◎ 歳入 

(ア) 使用料及び手数料 

収入額は 12,598 千円で収入率は 58.7％である。 

a 住宅使用料 

調定額は 20,566 千円、収入額は 11,709 千円、収入未済額は 8,857

千円、収入率は 56.9％である。 

内訳は次のとおりである。 

(a) 調定額・現年度分 12,744 千円、過年度分 7,822 千円 

(b) 収入額・現年度分 11,435 千円、過年度分 275 千円 

(c) 収入未済額・現年度分 1,310 千円、過年度分 7,547 千円 

(d) 収入率・現年度分 89.7％、過年度分 3.5％ 

b 環境衛生手数料 

収入額は 889 千円で収入率は 100.0％である。 

主なものは狂犬病注射済票交付手数料 646 千円、犬の登録手数料

203 千円である。 

◎ 歳出 

(ア) 衛生費・保健衛生費 

執行額は 324,007 千円で執行率は 52.3％である。 

a 保健衛生総務費 

執行額は 4,669 千円で執行率は 34.5％である。 
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全額、吉田町牧之原市広域施設組合負担金（火葬場費）である。 

b 環境衛生費 

執行額は 319,157 千円で執行率は 53.3％である。主なものは以下

のとおりである。 

環境衛生推進事業費 1,953 千円、ごみ減量・リサイクル推進事業

費 3,083 千円、地球温暖化防止対策事業費 701 千円、環境保全費

8,380 千円、吉田町牧之原市広域施設組合負担金（し尿処理費）

44,014 千円、吉田町牧之原市広域施設組合負担金（ごみ処理費）

261,006 千円である。 

c 公害対策費 

執行額は 181 千円で執行率は 2.5％である。 

（イ）土木費 

執行額は 28,011 千円で執行率は 8.6％である。 

a 都市計画費 

執行額は 24,130 千円で執行率は 8.4％である。主なものは以下の

とおりである。 

都市計画総務費 1,869 千円、土地区画整理事業費 18,898 千円、

公園費 857 千円、緑化推進費 2,506 千円である。 

b 住宅費 

執行額は 3,881 千円で執行率は 10.4％である。全額、町営住宅

維持管理費である。 

エ 時間外勤務については、月平均 1 人当たり 24.55 時間であった。(庁

内月平均 1 人当たり 21.01 時間) 

 オ 平成 27 年度定期監査時の監査意見・町営住宅関係の措置について 

町長から、「吉田町営住宅家賃滞納整理事務処理要領(平成 28 年 3

月 31 日吉田町要領第 5 号)」を制定(平成 28 年 4 月 1 日施行)した旨

及び当該要領の規定に基づき適正な事務処理を進める旨、また、「吉

田町債権の放棄に関する条例（平成 27 年 12 月 25 日吉田町条例第 35

号）」の当該条例の規定に基づき適正な債権管理を行う旨の措置通知

があった。 

カ 町営住宅使用料徴収事務に係る今後の方針について 

    所管課長に報告書の提出及び説明を求め、徴収事務の進め方（方針）

の確認を行った。 

⑵【監査結果】 

監査の結果、財務に関する事務についておおむね適正に、経営に係る
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事業の管理についてもおおむね合理的に行われている。 

⑶【指摘事項】 

な し 

⑷【監査意見】 

な し 

２ 健康づくり課  

⑴ 【事務事業の概要】 

ア 課内組織 

保健部門、健康増進部門の 2 部門で構成されている。なお、所管施設

として吉田町保健センターがある。 

イ 職員人数等は次のとおりである。 

管理職 2 人(課長 1 人、課長補佐 1 人)、一般職員 10 人、臨時職員 4

人の合計 16 人である。なお、課長は保健センター所長兼任である。 

ウ 歳入及び歳出は次のとおりである。(ただし、職員人件費及び他課局

所管分は除く。)  

◎ 歳入 

(ア) 雑入・衛生費雑入 

収入額は 2,199 千円で、収入率は 100.0％である。 

主なものは総合体育館教室受講料 1,791 千円、歯科フッ素塗布徴収

金 111 千円、歯科フッ素洗口徴収金 206 千円である。 

◎ 歳出 

(ア) 保健衛生費 

    執行額は 268,083 千円で、執行率は 45.1％である。 

a 保健衛生総務費 

執行額は 199,052 千円で、執行率は 49.7％である。主なものは榛原

病院負担金 194,730 千円、保健衛生管理費 3,102 千円、救急医療対策

事業費 1,188 千円である。 

b 予防費・感染症予防費 

執行額は 28,598 千円で、執行率は 30.0％である。主なものは予防

接種委託料 26,996 千円、医師謝礼金 314 千円、臨時職員賃金 660 千

円である。 

c 母子保健衛生費 

執行額は 16,983 千円で、執行率は 29.9％である。主なものは乳幼

児・妊婦健診委託料 9,378 千円、新生児・妊産婦訪問指導委託料 674
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千円、不妊治療費 2,789 千円、出産等支援交通費 1,410 千円、医師謝

礼金 726 千円、看護師等謝礼金 954 千円、妊娠・出産包括支援事業費

477 千円である。 

d 健康づくり事業費 

執行額は 5,825 千円で、執行率は 53.7％である。主なものはダンス

健康づくり事業費 3,734 千円、健康体操運営費 1,921 千円である。 

e 健康増進事業費 

執行額は 17,624 千円で、執行率は 58.1％である。主なものは胃が

ん検診委託料 2,467 千円、子宮頸がん検診委託料 3,957 千円、乳がん

検診委託料 2,745 千円、肺がん検診委託料 2,114 千円、大腸がん検診

委託料 1,382 千円、骨粗しょう症検診委託料 697 千円，肝炎ウイルス

検診委託料 1,027 千円、電算処理委託料 1,224 千円、がん検診受診票

等郵送代 1,315 千円である。 

エ 時間外勤務については、月平均 1 人当たり 4.29 時間であった。(庁内

月平均 1 人当たり 21.01 時間) 

オ 保健センター利用者数は（平成 28 年９月末）5,088 人で内訳は次のと

おりである。 

(ア) 母子保健事業 2,570 人で内訳は妊娠届出（妊婦相談）127 人、心理

相談 30 人、健康相談 1,120 人（7 か月児 222 人、１歳児 252 人、2 歳

児 230 人、赤ちゃん 416 人）、歯科相談 460 人（2 歳 6 か月児 214 人、

3 歳 6 か月児 246 人）、健診 430 人（1 歳 6 か月児 218 人、3 歳 212 人）、

パパママ教室 72 人、リフレッシュママ産後クラス 232 人、申請 87 人

（一般不妊治療費助成 4 人、特定不妊治療助成 10 人、未熟児養育医

療 1 人、出産等支援交通費助成 72 人）、定例外健康相談・保健指導 12

人である。 

(イ) 予防接種：ＢＣＧ 236 人 

(ウ) 健康増進事業 1,871 人で内訳は町民健康相談 33 人、8020 コンクー

ル 22 人、複合がん検診 1,778 人、ヘルシーな食べ方教室 22 人、成

人個別相談 10 人、定例外健康相談・保健指導 6 人である。 

(エ) その他：日赤役員会 115 人 

(オ) 使用許可 296 人で内訳は特定健診 196 人、榛原食品衛生協会検便受 

付 100 人である。 

⑵【監査結果】 

監査の結果、財務に関する事務についてはおおむね適正に、経営に係る

事業の管理についてもおおむね合理的に執行されている。 
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⑶【指摘事項】 

  な し  

⑷【監査意見】 

  な し  

定 期 監 査 

第１ 監査の概要 

1 監査の実施期間 

平成２８年１１月２８日から平成２９年１月１２日まで 

２ 監査の対象等 

監査対象 所管部署 

 住吉小学校 

 自彊小学校 

 吉田中学校 

 中央小学校 

学校教育課 

同 上 

同 上 

同 上 
 

 吉田中学校 

 

 

３ 監査の事項及び範囲 

平成２８年４月１日から平成２８年９月３０日までに執行された事務

事業及び前回監査時の指摘事項等の措置状況 

４ 実施した監査手続き 

監査にあたっては、法令に基づき、財務に関する事務が適正かつ効率的

に、経営に係る事業の管理が、合理的かつ効率的に行われているかどうか

に主眼をおき、あらかじめ指定した監査資料、提示のあった関係書類及び

関係帳簿を審査するとともに校長及び関係職員から説明を聴取するほか、

質問その他必要と認めた監査を実施した。 

 

第２ 監査等の結果等 

各校についての監査の結果等は、後述のとおりである。 

なお、一部の事項については、それぞれ口頭で注意、指導を行った。 

 (注) ① 文中のうち、千円単位で表示されているものは、単位未満は四捨

五入とした。 

したがって、合計額が一致しない場合がある。 

② 比率(％)は、原則として小数点以下第 2 位を四捨五入し、第 1 位
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までとした。 

③ 歳入における収入率の算式は、収入額/調定額である。 

④ 歳出における執行率の算式は、執行額/予算現額である。 

 

１ 住吉小学校 

⑴【事務事業の概要】 

ア 平成 28 年度 学校経営等について 

(ア) 学校経営 

a  めざす学校像 

b  学校経営目標  

c  学校経営の重点  

d  学校教育目標   

e  重点目標     

f  グランドデザイン 

「学校経営構想：その年度の学校における教育が目指す姿を端的に

示したもの」で別紙のとおりである。 

(イ)  学びづくり部 

(ウ)  心づくり部 

(エ） 活動づくり部 

イ 学校安全指導 

(ア) 安全指導 

(イ) 安全管理 

(ウ) 非常災害計画 

ウ 地域との連携 

エ 学校保健統計 

オ 職員数は 51 人(うち、育休 3 人)である。 

カ 学級数・児童数は次のとおりである。 

学年 学級数 
児童数 

男 女 合計 

1 3 34 41 75 

2 3 44 37 81 

3 3 47 35 82 

4 3 54 44 98 

5 3 37 48 85 

6 3 44 48 92 
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支援 2 10 5 15 

合計 20 270 258 528 

 

キ 予算執行状況（歳出）については、次のとおりである。(ただし、施設

整備は除く。) 

(ア) 住吉小学校維持管理費 

執行額 8,917 千円で執行率は 34.1％である。主なものは臨時職員

賃金 549 千円、特定消耗品費 1,055 千円、教育材料費 258 千円、修繕

料 1,640 千円、電気使用料 1,425 千円、水道使用料 398 千円、パソコ

ン等保守点検手数料 565 千円、その他役務費 998 千円、警備保障業務

委託料他 393 千円、複写機借上料他 477 千円、備品購入費 807 千円で

ある。 

(イ) 住吉小学校特別支援学級費（ただし、就学奨励費は除く。) 

執行額 21 千円で執行率は 23.4％である。 

ク 使用料等(歳入)について 

  該当なし 

ケ 「吉田町立小・中学校備品取扱いの手引」に則って、備品管理が行わ

れているかについて、新規購入備品の実査を行った。 

コ 「吉田町立小・中学校薬品管理取扱いの手引（理科薬品用）」に則って、

理科準備室における薬品（毒物及び劇物）の管理が行われているかにつ

いて実査を行った。 

サ 「吉田町立小・中学校薬品管理取扱いの手引（保健室薬品用）」に則っ

て、保健室における薬品管理が行われているかについて実査を行った。 

⑵【監査結果】 

監査の結果、財務に関する事務についておおむね適正に、経営に係る事

業の管理についても、おおむね合理的に行われている。 

⑶【指摘事項】 

な し 

⑷【監査意見】 

な し 

２ 自彊小学校 

⑴【事務事業の概要】 
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ア 平成 28 年度 学校経営等について 

(ア) 学校経営方針 

a 学校教育目標 

b 学校経営目標  

(イ) 教育課程構想図  

(ウ) 学びづくり部構想図 

(エ) グランドデザイン 

「学校経営構想：その年度の学校における教育が目指す姿を端的に示

したもの」で別紙のとおりである。 

イ 防災安全管理状況 

校内安全体制（防災計画） 

(ア) 防災組織 

(イ) 災害時による緊急時の対応 

(ウ) 防災学習計画 

(エ) 事故対応 

ウ 学校保健統計 

エ 地域との協力状況 

オ 職員数は 36 人（うち、育休 1 人、産休 1 人）である。 

カ 学級数・児童数は次のとおりである。 

学年 学級数 
児童数 

男 女 合計 

1 3 38 35 73 

2 2 22 43 65 

3 3 46 34 80 

4 2 34 33 67 

5 2 34 26 60 

6 2 36 22 58 

支援 2 7 2 9 

合計 16 217 195 412 

キ 予算執行状況（歳出）については、次のとおりである。 

(ア) 自彊小学校維持管理費(ただし、施設整備は除く。) 

執行額は 6,826 千円で執行率は 29.5％である。主なものは臨時職

員賃金 583 千円、特定消耗品費 770 千円、教育材料費 212 千円、修



- 10 - 

 

繕料 443 千円、電気使用料 1,046 千円、水道使用料 378 千円、パソ

コン等保守点検手数料 565 千円、その他役務費 600 千円、警備保障

業務委託料等 345 千円、複写機借上料他 486 千円、備品購入費 1,127

千円である。 

(イ) 自彊小学校特別支援学級費(ただし、就学奨励費は除く。) 

執行額は 103 千円で執行率は 59.3％である。 

ク 通級指導教室（発達障害）について 

通常の学級に在籍する、比較的軽度の障害がある児童に対して、障害

の状況に応じて特別な指導を行うための教室である。教科の学習は通常

の学級で行う。通級指導教室担当教員は 1 人である。 

ケ 使用料等(歳入)について 

該当なし 

コ 「吉田町立小・中学校備品取扱いの手引」に則って、備品管理が行わ

れているかについて、新規購入備品の実査を行った。 

サ 「吉田町立小・中学校薬品管理取扱いの手引（理科薬品用）」に則って、

理科準備室における薬品（毒物及び劇物）の管理が行われているかにつ

いて実査を行った。 

シ 「吉田町立小・中学校薬品管理取扱いの手引（保健室薬品用）」に則っ

て、保健室における薬品管理が行われているかについて実査を行った。 

⑵【監査結果】 

監査の結果、財務に関する事務についておおむね適正に、経営に係る事

業の管理についてもおおむね合理的に行われている。 

⑶【指摘事項】 

な し 

⑷【監査意見】 

な し 

 

３ 吉田中学校 

⑴【事務事業の概要】 

ア 平成 28 年度 学校経営等について 

(ア) グランドデザイン 

「学校経営構想：その年度の学校における教育が目指す姿を端的

に示したもの」で別紙のとおりである。 
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(イ) 学校教育目標と重点目標 

a 教育課題 

b 学校経営方針 

c 学校経営目標 

 d 学校経営の重点 

e 学校教育目標 

f 重点目標 

g 学校と地域の連携 

(ウ) 吉中未来プロジェクト 実行計画 

(エ) 年間教育計画 

イ 学校安全指導について 

(ア) 学校安全指導 

(イ) 交通安全指導 

(ウ) 防災対策 

a 防災組織 

b 災害時による緊急時の対応 

c 防災学習計画 

d 事故対応 

ウ 地域との連携状況 

(ア) 地域との連携状況 

吉田中学校健全育成会 

エ 学校保健統計 

オ 職員数は 82 人(うち、育休 3 人)である。 

カ 学級数・生徒数は次のとおりである。 

学年 学級数 
生徒数 

 
男 女 合計 

 
1 8 143 135 278 

 
2 9 152 138 290 

 
3 9 138 159 297 

 
支援 4  7 4 11 

 
合計 30 440 436 876 

 

キ 予算執行状況（歳出）については、次のとおりである。 

 (ア) 吉田中学校維持管理費(ただし、施設整備は除く。) 

執行額は 14,929 千円で執行率は 37.8％である。主なものは臨時職
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員賃金 1,119 千円、特定消耗品費 1,581 千円、教育材料費 914 千円、

修繕料 2,250 千円、電気使用料 3,272 千円、上下水道使用料 587千円、

医薬材料費 473 千円、冷暖房装置保守点検手数料 648 千円、パソコン

等保守点検手数料 651 千円、その他役務費 680 千円、警備保障業務委

託料等 389 千円、自動車借上料 866 千円、複写機借上料 418 千円、備

品購入費 853 千円である。 

(イ) 吉田中学校特別支援学級費(ただし、就学奨励費は除く。) 

執行額は 1 千円で執行率は 0.6％である。 

ク 使用料等(歳入)について 

該当なし 

ケ 「吉田町立小・中学校備品取扱いの手引」に則って、備品管理が行わ

れているかについて、新規購入備品の実査を行った。 

コ 「吉田町立小・中学校薬品管理取扱いの手引（理科薬品用）」に則って、

理科準備室における薬品（毒物及び劇物）の管理が行われているかにつ

いて実査を行った。 

サ 「吉田町立小・中学校薬品管理取扱いの手引（保健室薬品用）」に則っ

て、保健室における薬品管理が行われているかについて実査を行った。 

⑵【監査結果】 

監査の結果、財務に関する事務についておおむね適正に、経営に係る事

業の管理についてもおおむね合理的に行われている。 

⑶【指摘事項】 

な し 

⑷【監査意見】 

な し 

４ 中央小学校 

⑴【事務事業の概要】 

ア 平成 28 年度 学校経営等について 

(ア) 基本理念と基本方針 

a 教育理念 

b 学校経営目標 

c 学校経営の具体 

    (a) 校訓 

(b) 学校教育目標 
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(c) 学校経営の重点目標 

イ グランドデザイン 

「学校経営構想：その年度の学校における教育が目指す姿を端的に示

したもの」で別紙のとおりである。 

ウ 安全教育 

(ア) 全体計画 

(イ) 平成 28 年度学校安全計画 

(ウ) 校内安全点検について 

エ 地域社会との連携 

オ 学校保健統計 

カ 職員数は 57 人(うち、育休 3 人、産休 1 人)である。 

キ 学級数・児童数は次のとおりである。 

学年 学級数 
児童数 

 
男 女 合計 

 
1 4 62 67 129 

 
2 4 65 45 110 

 
3 4 57 64 121 

 
4 5 86 67 153 

 
5 4 53 55 108 

 
6 4 70 62 132 

 
支援 2 10 1 11 

 
合計 27 403 361 764 

 

ク 予算執行状況（歳出）については、次のとおりである。 

(ア) 中央小学校維持管理費(ただし、施設整備は除く。) 

執行額は 11,185 千円で執行率は 39.4％である。主なものは臨時

職員賃金 877 千円、特定消耗品費 1,589 千円、教育材料費 532 千円、

修繕料 2,676 千円、電気使用料 1,641 千円、水道使用料 450 千円、

医薬材料費 265 千円、通信運搬費 234 千円、パソコン等保守点検手

数料 565 千円、その他役務費 409 千円、警備保障業務委託料等 374

千円、複写機借上料等 499 千円、備品購入費 734 千円である。 

(イ) 中央小学校特別支援学級費(ただし、就学奨励費は除く。) 

執行額は 76 千円で執行率は 61.6％である。 

ケ 使用料等(歳入)について 
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該当なし 

コ 「吉田町立小・中学校備品取扱いの手引」に則って、備品管理が行わ

れているかについて、新規購入備品の実査を行った。 

サ 「吉田町立小・中学校薬品管理取扱いの手引（理科薬品用）」に則って、

理科準備室における薬品（毒物及び劇物）の管理が行われているかにつ

いて実査を行った。 

シ 「吉田町立小・中学校薬品管理取扱いの手引（保健室薬品用）」に則っ

て、保健室における薬品管理が行われているかについて実査を行った。 

⑵【監査結果】 

監査の結果、財務に関する事務についておおむね適正に、経営に係る事

業の管理についてもおおむね合理的に行われている。 

⑶【指摘事項】 

な し 

⑷【監査意見】 

な し 

 

５ 平成 27 年度監査時における監査意見（総括）「私費会計」に関する各小中

学校からの処理状況報告書について 

⑴ 教育委員会からの指示を受け、各小中学校県事務職員の町内事務研修会

において、私費会計の通帳及び事務処理状況の各校の相違点を確認した。 

⑵ 各学校は、全校が統一化された運用ができるよう、教育委員会の指導・

監督に基づいて私費会計を取り扱うこととする。 

６【監査意見（総括）】 

「吉田町立小・中学校薬品管理取扱いの手引（理科薬品用）」に基づき、理

科薬品管理簿（様式第 1 号）に保管及び使用の状況が記録されていたが、各学

校で異なった管理運用が行われていた。したがって、学校教育課は、各学校で

統一化された管理運用が行われるよう、指導、監督に努められたい。 

また、各学校は、学校教育課の指示に基づいて管理運用されたい。 
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定 期 監 査 

 

第１ 監査の概要 

１ 監査の実施期間 

 平成２８年１１月２９日から平成２９年１月１３日まで 

 ２ 監査の対象 

町 民 課 

会 計 課 

生涯学習課 

学校教育課 

３ 監査の事項及び範囲 

平成２８年４月１日から平成２８年９月３０日までに執行された事務

事業(施設の視察を含む。) 及び一部の事務事業については平成２７年度

以前も監査対象とした。 

４ 実施した監査手続き 

監査にあたっては、法令等に基づき、財務に関する事務が適正かつ効率

的に、経営に係る事業の管理が合理的かつ効率的に行われているかどうか

に主眼をおき、あらかじめ指定した監査資料、提示のあった関係書類及び

関係帳簿を審査するとともに所管課長及び関係職員から説明を聴取するほ

か、質問その他必要と認めた監査をした。 

第２ 監査等の結果等 

各課についての監査の結果等は、後述のとおりである。 

なお、一部の事項については、それぞれ口頭で注意、指導を行った。 

 (注) ① 文中のうち、千円単位で表示されているものは、単位未満四捨

五入とした。したがって、合計額が一致しない場合がある。 

② 比率(％)は、原則として小数点以下第 2 位を四捨五入し、第 1

位までとした。 

③ 歳入における収入率の算式は、収入額/調定額である。 

④ 歳出における執行率の算式は、執行額/予算現額である。 

 

  １ 町民課  

⑴【事務事業の概要】 

ア 課内組織 

住民窓口部門、国保部門の 2 部門で構成されている。 
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イ 職員人数等は次のとおりである。 

管理職(課長)１人、一般職員 11 人、臨時職員 6 人、嘱託職員 1 人、行

政サポーター2 人の合計 21 人である。 

ウ 事務事業の歳入及び歳出は、次のとおりである。(ただし、職員人件費

及び他課等所管分は除く。) 

◎ 一般会計（歳入・手数料他） 

(ア) 戸籍窓口手数料 

収入額は 5,123 千円で収入率は 100.0％である。 

◎ 一般会計（歳出） 

(ア) 戸籍住民基本台帳費 

全額、戸籍・住民基本台帳事務費で執行額は 12,592 千円、執行

率は 36.9％である。主なものは臨時職員賃金 3,023 千円、住民ネ

ットワークシステム委託料 1,568 千円、戸籍電算事務委託料 3,413

千円、総合証明自動交付機借上料他 3,902 千円である。 

(イ) 国民年金事務費  

執行額は 143 千円で執行率は 15.8％である。 

(ウ) 老人保健事業費 

執行額は 169,796 千円で執行率は 64.5％である。 

a 老人保健事業事務費 

執行額は 1,601 千円で執行率は 58.3％である。全額、老人保健交付

金返還金である。 

b 後期高齢者医療事業事務費 

執行額は 168,196 千円で執行率は 64.5％である。主なものは療養給

付費負担金 159,953 千円、後期高齢者医療広域連合負担金 6,014 千円、

通信運搬費他 437 千円、人間ドッグ委託料他 1,164 千円、パソコン借

上料 388 千円である。 

◎ 国民健康保険事業特別会計（歳入） 

  収入額は 1,402,957 千円で収入率は 66.9％である。 

(ア) 国民健康保険税 

収入額は 325,056 千円で収入率は 31.9％である。内訳は現年度分

295,310 千円で収入率は 37.1％、過年度分 29,746 千円で収入率は

13.3％である。 

(イ)  国庫支出金 

収入額は 237,556 千円で収入率は 100.0％である。 

(ウ) 療養給付費等交付金 
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収入額は 29,998 千円で収入率は 100.0％である。 

(エ) 前期高齢者交付金 

収入額は 332,426 千円で収入率は 100.0％である。 

(オ) 県支出金 

収入額は 48,460 千円で収入率は 100.0％である。 

(カ) 共同事業交付金 

収入額は 297,593 千円で収入率は 100.0％である。 

(キ) 繰越金 

収入額は 129,765 千円で収入率は 100.0％である。 

(ク) 諸収入 

収入額は 2,104 千円で収入率は 83.6％である。 

◎ 国民健康保険事業特別会計（歳出） 

執行額は 1,362,453 千円で執行率は 39.5％である。 

(ア) 総務費 

執行額は 5,167 千円で執行率は 37.1％である。 

a 一般管理費 

執行額は 2,670 千円で執行率は 29.1％である。主なものは臨時職員

賃金 385 千円、需用費 607 千円、国保連電算処理委託料 926 千円、電

算処理委託料 405 千円である。 

b 連合会負担金 

執行額は 707 千円で執行率は 66.7％である。 

c 賦課徴収費 

執行額は 1,698 千円で執行率は 49.3％である。 

d 運営協議会費 

執行額は 92 千円で執行率は 34.9％である。 

(イ) 保険給付費 

執行額は 840,104 千円で執行率は 41.6％である。 

a 一般被保険者療養給付費 

執行額は 671,879 千円で執行率は 40.1％である。 

b 退職被保険者等療養給付費 

執行額は 30,920 千円で執行率は 40.1％である。 

c 一般被保険者療養費 

執行額は 4,871 千円で執行率は 44.1％である。 

d 退職被保険者等療養費 

執行額は 187 千円で執行率は 18.7％である。 
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e 審査支払手数料  

執行額は 1,834 千円で執行率は 45.5％である。 

f 一般被保険者高額療養費  

執行額は 117,819 千円で執行率は 53.6％である。 

g 退職被保険者等高額療養費  

執行額は 5,462 千円で執行率は 47.9％である。 

h 出産育児一時金         

執行額は 5,880 千円で執行率は 35.0％である。 

i 葬祭諸費  

執行額は 1,250 千円で執行率は 71.4％である。 

j 支払手数料  

執行額は 3 千円で執行率は 32.7％である。 

(ウ) 後期高齢者支援金等  

執行額は 157,172 千円で執行率は 39.6％である。 

(エ) 前期高齢者納付金等 

執行額は 119 千円で執行率は 25.2％である。 

(オ) 老人保健拠出金 

執行額は 11 千円で執行率は 76.9％である。 

(カ) 介護納付金  

執行額は 59,613 千円で執行率は 41.2％である。 

(キ) 共同事業拠出金  

執行額は 293,255 千円で執行率は 41.7％である。 

a 高額医療費拠出金  

執行額は 26,987 千円で執行率は 41.7％である。 

b 保険財政共同安定化事業拠出金  

執行額は 266,268 千円で執行率は 41.7％である。 

(ク) 保健事業費  

執行額は 5,404 千円で執行率は 16.4％である。内訳は特定健康診査

等事業費 3,293 千円、保健事業活動費 2,111 千円である。 

(ケ)  諸支出金 

執行額は 1,608 千円で執行率は 15.4％である。全額、一般被保険者

保険税還付金である。 

◎ 後期高齢者医療事業特別会計(歳入) 

  収入額は 80,139 千円で収入率は 41.6％である。 

(ア) 後期高齢者医療保険料 
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収入額は 79,491 千円で収入率は 41.4％である。 

(イ) 後期高齢者医療保険料督促手数料 

収入額は 4 千円で収入率は 100.0％である。 

(ウ) 繰越金 

収入額は 615 千円で収入率は 100.0％である。 

(エ) 諸収入 

収入額は 28 千円で収入率は 100.0％である。 

◎ 後期高齢者医療事業特別会計(歳出) 

執行額は 50,397 千円で執行率は 21.1％である。 

(ア) 後期高齢者医療広域連合納付金 

執行額は 50,100 千円で執行率は 21.1％である。 

(イ) 諸支出金 

執行額は 297 千円で執行率は 35.8％である。全額、保険料還付金

である。 

エ 国民健康保険加入状況（平成 28 年 9 月末） 

世帯数は 3,835 世帯であり、被保険者総数は 6,701 人で内訳は一般

被保険者数 6,447 人、退職被保険者等 254 人である。 

オ 静岡県後期高齢者医療保険加入状況（平成 28 年 9 月末） 

   被保険者数は 3,419 人である。 

カ 時間外勤務については、月平均 1 人当たり 26.92 時間である。(庁内

月平均 1 人当たり 21.01 時間) 

⑵【監査結果】 

監査の結果、財務に関する事務についておおむね適正に、経営に係る事

業の管理についてもおおむね合理的に行われている。 

⑶【指摘事項】 

な し 

⑷【監査意見】 

な し 

２ 会計課  

⑴【事務事業の概要】 

ア 職員人数等は次のとおりである。 

管理職(会計管理者兼課長)1 人、一般職員 2 人の合計 3 人である。 

イ 事務事業の歳出は、次のとおりである。(ただし、職員人件費及び他
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課局所管分は除く。) 

(ア) 会計管理費(歳出) 

a 出納管理事務費 

執行額は 466 千円で執行率は 25.1％である。主なものは印刷製本費

333 千円、電算処理委託料 108 千円である。 

ウ 備品管理について 

現状の把握、公会計移行に伴う備品台帳確認の実施状況、関係例規の

状況、今後の取組内容について確認した。 

エ 時間外勤務については、月平均 1 人当たり 37.10 時間である。(庁内

月平均 1 人当たり 21.01 時間) 

⑵【監査結果】 

監査の結果、財務に関する事務についておおむね適正に、経営に係る事

業の管理についてもおおむね合理的に行われている。 

⑶【指摘事項】 

な し 

⑷【監査意見】 

な し  

３ 生涯学習課 

⑴【事務事業の概要】 

ア 課内組織 

   図書館部門、社会教育部門、スポーツ振興部門の 3 部門で構成されて

おり、所管として、ちいさな理科館、図書館、中央公民館、総合体育館、

学習ホール、体育センターがある。 

イ 職員人数等は次のとおりである。 

管理職(課長)１人、一般職員 13 人、嘱託職員 2 人、臨時職員 13 人の

合計 29 人である。 

なお、課長は所管うち、図書館、中央公民館、総合体育館、学習ホー

ル、体育センターの館長兼任である。 

ウ 事務事業の執行状況については、次のとおりである。(ただし、職員

人件費及び他課局所管分は除く。) 

◎ 歳入(使用料他)について 

(ア) 使用料及び手数料 

収入額は 2,804 千円で収入率は 92.2％である 
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a 社会教育使用料 585 千円で収入率は 92.0％である 

内訳は公民館使用料 149 千円、学習ホール使用料 237 千円、図書

館使用料 167 千円、公有財産使用料（自動販売機）14 千円、図書館

公有財産使用料 18 千円である。 

b 保健体育使用料 2,219 千円で収入率は 92.2％である。 

内訳は体育館使用料 1,671 千円、夜間照明施設使用料 119 千円、

小・中学校体育館使用料 409 千円、公有財産使用料 20 千円である。 

(イ) 諸収入 

収入額は 3,487 千円で全額、教育費雑入で収入率は 99.7％である。 

内訳は町史等資料販売 7 千円、印刷代等 25 千円、講座受講料 2,140

千円、図書館印刷代等 21 千円、各種大会参加料 65 千円、教室受講料

179 千円、チャレンジ教室参加料 993 千円，ちいさな理科館参加代 15

千円、電話使用料 23 千円、各種保険料等 10 千円である。 

◎ 歳出について 

教育費の執行額は 49,518 千円で執行率は 27.7％である。内訳は次のと

おりである。 

(ア) 教育諸費 

ちいさな理科館事業費 

執行額は 3,257 千円で、全額ちいさな理科館事業費で執行率は

44.0％である。 

主なものは臨時職員賃金 1,535 千円、講師謝礼金 486 千円、警備

保障業務委託料他 378 千円、備品購入費 429 千円である。 

(イ) 社会教育総務費 

執行額は 3,067 千円で執行率は 47.4％である。 

主なものは社会教育総務費 203 千円、社会教育委員費 322 千円、

芸術・文化振興事業費 1,437 千円、青少年育成事業費 234 千円、地

域教育推進事業費 684 千円である。 

(ウ) 公民館費 

執行額は 5,903 千円で執行率は 28.3％である。 

a 中央公民館運営費 3,986 千円で執行率は 34.2％である。 

主なものは、臨時職員賃金 1,940 千円、電気使用料 595 千円、役

務費 385 千円、清掃管理業務委託料他 932 千円である。 

b 地域教育活動費 1,738 千円で執行率は 55.6％である。 

主なものは、チャレンジ教室講師謝礼金 1,366 千円、バス借上料

145 千円である。 
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(エ) 学習ホール運営費 

執行額は 2,562 千円で執行率は 17.9％である。 

主なものは、電気使用料 1,424 千円、役務費 616 千円、清掃管理

業務委託料他 348 千円である。 

(オ) 図書館費 

執行額は 21,763 千円で執行率は 32.9％である。 

a 図書館管理費 12,277 千円で執行率は 30.1％である。 

主なものは、電気使用料 3,253 千円、役務費 278 千円、ビル管理

委託料 1,971 千円、清掃業務委託料 2,275 千円、図書館情報システ

ム点検保守管理委託料 972 千円、図書館ライブラリーシステム・視

聴覚ホール設備等保守点検業務委託料 869 千円、エレベーター保守

点検業務委託料 537千円、図書検索システム使用料 518千円である。 

b 図書館活動推進費 9,485 千円で執行率は 37.2％である。 

主なものは、臨時職員賃金 6,311 千円、図書費 2,055 千円、新聞雑

誌代 811 千円である。 

(カ) 保健体育総務費 

執行額は 7,356 千円で執行率は 43.6％である。 

a 社会体育振興費 2,971 千円で執行率は 32.0％である。 

主なものは、体育協会補助金 1,615 千円、スポーツ少年団補助金

1,010 千円である。 

b 体育施設・広場維持管理費 4,385 千円で執行率は 58.0％である。 

主なものは、スポーツ広場等植栽管理業務委託料 1,965 千円、コ

ミュニティ広場指定管理委託料 2,000 千円である。 

(キ) 体育館運営費 

執行額は 5,611 千円で執行率は 12.0％である。 

a 総合体育館運営費 5,057 千円で執行率は 11.3％である。 

主なものは臨時職員賃金 1,363 千円、電気使用料 1,694 千円、夜

間管理手数料 754 千円、消防施設等保守点検手数料 360 千円、電気

保安管理業務委託料 251 千円である。 

b 体育センター運営費 554 千円で執行率は 32.3％である。 

主なものは電気使用料 248 千円、清掃管理委託料 193 千円である。 

エ ちいさな理科館を説明聴取場所に指定するとともに、施設視察を行っ

た。  

オ 各施設の利用状況等（平成 28 年 9 月末）については、次のとおりであ

る。 
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(ア) ちいさな理科館 

 a 開館日数：123 日 

b 講座回数 35 回（通常講座：27 回・特別講座：8 回） 

講座人数合計 286 人（通常講座：178 人・特別講座：108 人） 

c 一般来場者数   2,538 人 

(イ) 図書館 

   a 蔵書内訳（冊） 

図書 125,554（一般図書 85,019・児童図書 35,563・郷土資料 4,972） 

雑誌（100 種）2,156 

視聴覚資料：4,974（一般 4,416・児童 558） 

資料総計 ：132,684 

新聞（種）   17 

b 貸出人数等 

累計 25,572（男性 8,891 人・女性 16,170 人・団体 511 団体） 

1 日平均値 172.8 

c 貸出冊数： 累計 112,672 冊・1 日平均値 761.3 冊 

d 蔵書回転率：0.85 回 

e 開館日：  148 日  

f 入館者数：累計 67,349 人・１日当り 455.1 人 

(ウ) 中央公民館 

a 開館日数 148 日・使用日数 148 日・利用者数 19,551 人  

(エ) 総合体育館（トレーニング室除く） 

a 開館日数 157 日 使用日数 158 日 利用者数 26,573 人（競技場

23,701 人・剣道場 1,882 人・柔道場 990 人） 

(オ) 学習ホール 

a 開館日数 157 日・利用日数 69 日・利用者数 6,541 人（有料利用者

3,393 人・無料利用者 3,148 人） 

(カ) 体育センター 

   a 開館日数 157 日・利用日数 153 日・利用者数 9,911 人（体育室 8,811

人・卓球室 1,022 人、ミーティング室 78 人） 

カ 時間外勤務については月平均 1 人当たり 24.42 時間である。(庁内月平

均 1 人当たり 21.01 時間) 

キ 平成 27 年度定期監査時の指摘事項等に対する処理状況報告書 

   定期監査結果における指摘事項に基づき、当課として調定事務及び収

納事務の手順の確認、調査、検討を実施し、「飲料用自動販売機取引契約
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に関する行政財産目的外使用料・飲料用自動販売機電気使用料調定事務

及び収納事務手順書（案）」を作成し、当該手順書に基づき吉田町財務規

則第 48 条（徴収の手続）、第 54 条（納入通知書等の納期日等）、契約書

第 6 条（報告書の提出）、第 7 条（電気使用量の算定等）の規定を遵守し

た適正な調定事務及び収納事務執行に努めていきます。 

⑵【監査結果】 

監査の結果、財務に関する事務について指摘事項を除き、おおむね適正

に、経営に係る事業の管理についてもおおむね合理的に行われている。 

⑶【指摘事項】 

   自動販売機電気料の調定事務及び収納事務について 

平成 27 年度定期監査において指摘事項となり、今回定期監査において処

理状況報告書が提出されている。しかしながら、図書館において吉田町財

務規則及び契約書の規定に反する事務（平成 27 年度下半期分及び平成 28

年度上半期分納入通知書に、起票年月日及び納付期日を未記載で交付して

いる事例）がみられたので、適正な調定事務及び収納事務が行われている

とは認め難い。2 年連続同様な指摘を受けたことを真摯に受け止め、今後

については吉田町財務規則及び契約書の規定を遵守し、的確な内部統制を

図り、調定事務及び収納事務を適時、適正に行うべきである。 

⑷【監査意見】 

な し  

４ 学校教育課 

⑴【事務事業の概要】 

ア 課内組織 

   学校教育部門の 1 部門である。 

イ 職員人数等は次のとおりである。 

管理職 3 人(課長 1 人、課長補佐 1 人、課付課長補佐 1 人)、一般職員

8 人、任期付職員 1 人、生徒指導相談員 1 人、臨時職員 29 人の合計 42

人である。（うち、産休 1 人） 

ウ 事務事業の執行状況については、次のとおりである。(ただし、職員

人件費及び他課局所管分は除く。) 

◎ 歳入 

  諸収入の収入額は 1,402 千円で収入率は 65.8％である。 

(ア) 貸付金元利収入 
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収入額は 310 千円で収入率は 29.9％である。 

全額、高等学校等奨学金返還金である。 

内訳は現年度分 300 千円、過年度分 10 千円である。 

なお、収入未済額は現年度分 288 千円、過年度分 440 千円、合計

728 千円である。 

(イ) 雑入 

収入額は 1,092 千円で収入率は 100.0％である。 

a 日本スポーツ振興センター納付金（学校）1,037 千円で収入率は

100.0％である。 

b 教育費雑入 55 千円で収入率は 99.3％である。 

    内訳は太陽光売電代金 3 千円、傷害保険返還金 52 千円である。 

◎ 歳出 

教育費の執行額は 95,977 千円で執行率は 38.4％である。内訳は次のと

おりである。 

(ア) 教育総務費 

執行額は 32,449 千円で執行率は 28.0％である 

a 教育委員会費 302 千円で執行率は 25.4％である 

b 事務局費 1,775 千円で執行率は 31.5％である。 

主なものは臨時職員賃金 1,306 千円、需用費 303 千円である。 

c 教育諸費 30,373 千円で執行率は 27.8％である。  

主なものは次のとおりである。 

(a) 小・中学校健康診断費 3,041 千円 

(b) 教育振興事業費 20,277 千円 

主なものは臨時職員賃金 407千円、教員補助員賃金 6,086千円、

講師謝礼金 1,288 千円、特定消耗品費 4,567 千円、図書費 706 千

円、緊急連絡通信料 1,529 千円、国際理解教育推進事業委託料

2,079 千円、日本スポーツ振興センター負担金 2,425 千円、吉田

町高等学校等奨学金 300 千円である。 

(c) 教職員等負担金・補助金 765 千円 

(d) ラーニングプラン事業費 2,665 千円で内訳は教員補助員賃金

1,476 千円、講師謝礼金 1,190 千円である。  

(e) 幼児教育振興事業費 3,624 千円で主なものは運営費補助金

3,600 千円である。 

(イ) 小学校費 

執行額は 1,676 千円で執行率は 9.7％である。 
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a 教育振興費 1,394 千円で執行率は 29.1％である。 

      全額、要保護・準要保護児童就学援助費であり、内訳は住吉小学

校 604 千円、中央小学校 600 千円、自彊小学校 190 千円である。 

b 特別支援学級費 282 千円で執行率は 23.4％である。 

内訳は住吉小学校 133 千円、中央小学校 107 千円、自彊小学校 43

千円である。 

(ウ) 中学校費 

執行額は 2,289 千円で執行率は 43.7％である。 

a 教育振興費 2,079 千円で執行率は 45.6％である。 

全額、吉田中学校要保護・準要保護生徒就学援助費である。 

b 特別支援学級費 211 千円で執行率は 30.9％である。 

全額、吉田中学校特別支援学級費である。 

(エ) 保健体育費・給食施設費 

執行額は 59,563 千円で執行率は 53.3％である。 

全額、吉田町牧之原市広域施設組合負担金である。 

   エ 時間外勤務については、月平均 1 人当たり 20.22 時間である。（庁内

月平均 1 人当たり 21.01 時間） 

⑵【監査結果】 

監査の結果、財務に関する事務についておおむね適正に、経営に係る事

業の管理についても、おおむね合理的に行われている。 

⑶【指摘事項】 

な し  

⑷【監査意見】 

   「吉田町立小・中学校薬品管理取扱いの手引（理科薬品用）」の運用管理

ついて 

「吉田町立小・中学校薬品管理取扱いの手引（理科薬品用）」に基づき、

理科薬品管理簿（様式第 1 号）に保管及び使用の状況が記録されていたが、

各学校で異なった管理運用が行われていた。したがって、学校教育課は、

各学校で統一化された管理運用が行われるよう、指導、監督に努められた

い。 

 

定 期 監 査 

第１ 監査等の概要 

１ 監査等の実施期間 
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平成２９年 1 月１３日から平成２９年２月１２日まで 

２ 監査の対象 

福祉課 

防災課 

議会事務局 

３ 監査の事項及び範囲 

平成２８年４月１日から平成２８年１１月３０日までに執行された事務

事業及び一部の事務事業については平成２７年度以前も監査対象とした。 

ただし、時間外勤務時間については、平成２８年４月１日から平成２８

年９月３０日までとした。  

４ 実施した監査手続き 

監査にあたっては、法令等に基づき、財務に関する事務が適正かつ効率

的に、経営に係る事業の管理が合理的かつ効率的に行われているかどうか

に主眼をおき、あらかじめ指定した監査資料及び提示のあった関係書類及

び関係帳簿を審査するとともに、所管課長、局長及び関係職員から説明を

聴取するほか、質問その他必要と認めた監査を実施した。 

 

第２ 監査等の結果等 

各課（局）についての監査結果等は、後述のとおりである。 

なお、一部の事項については、それぞれ口頭で注意、指導を行った。 

 (注) ① 文中のうち、千円単位で表示されているものは、単位未満四捨

五入とした。したがって、合計額が一致しない場合がある。 

② 比率(％)は、原則として小数点以下第 2 位を四捨五入し、第 1

位までとした。 

③ 歳入における収入率の算式は、収入額/調定額である。 

④ 歳出における執行率の算式は、執行額/予算現額である。 

１ 福祉課  

⑴【事務事業の概要】 

ア 課内組織 

社会福祉部門、高齢者福祉部門、介護保険部門の 3 部門で構成されてお

り、所管施設として健康福祉センター、老人福祉センター、神戸西会館が

ある。 

イ 職員人数等は次のとおりである。 

管理職(課長 1 人、課長補佐 1 人)2 人、一般職員 12 人、臨時職員 3 人、

指導員（嘱託員）1 人の合計 18 人である。なお、課長は、健康福祉センタ
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ー館長及び老人福祉センター館長兼任である。 

ウ 事務事業の歳入及び歳出は、次のとおりである。(ただし、職員人件費及

び他課等所管分は除く。) 

◎ 一般会計（歳入・手数料他） 

（ア） 老人施設入所者負担金 16 千円で収入率は 69.6％である。 

（イ） 神戸西会館使用料 9 千円で収入率は 100.0％である。 

（ウ） 健康福祉センター使用料 4,000 千円で収入率は 100.0％である。 

（エ） 健康福祉センター目的外使用料 42 千円で収入率は 100.0％である。 

（オ） ひとり暮らし高齢者等緊急通報システム使用料 36 千円で収入率は

100.0％である。 

（カ） 訪問入浴サービス利用料 163 千円で収入率は 95.0％である。 

（キ） 健康福祉センター電話使用料 2 千円で収入率は 100.0％である。 

（ク） 障害児放課後児童クラブ徴収金 84 千円で収入率は 94.1％である。 

（ケ） コピー印刷代 18 千円で収入率は 100.0％である。 

（コ） 健康福祉センター電話使用料 2 千円で収入率は 100.0％である。 

（サ） 健康福祉センター自動販売機電気料 31 千円で収入率は 100.0％であ 

る。 

◎ 一般会計（歳出・現年） 

（ア） 社会福祉総務費 

執行額は 37,473 千円で執行率は 53.0％である。 

    a 福祉総務費 139 千円で執行率は 28.0％である。 

b  民生・児童委員活動費 3,220 千円で執行率は 50.5％である。 

c 戦没者追悼事業費 585 千円で執行率は 93.2％である。 

d  社会福祉協議会補助金 29,020 千円で執行率は 93.2％である。 

e 福祉介護手当支給事業費 1,140 千円で執行率は 40.4％である。 

f  臨時福祉給付金給付事業費 3,368 千円で執行率は 18.7％である。 

主なものは臨時職員賃金 666 千円、電算処理委託料 2,186 千円

である。 

（イ） 老人福祉費 

執行額は 63,819 千円で執行率は 71.5％である。 

ａ 老人福祉対策費 602 千円で執行率は 37.8％である。 

b  敬老事業費 2,966 千円で執行率は 79.4％である。 

c  社会福祉施設管理事業費 49,868 千円で執行率は 79.2％である。 

主なものは指定管理委託料（健康福祉センター23,307 千円、老

人福祉センター993 千円、北区いきいきセンター2,633 千円）、健
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康福祉センター総合設備委託料 8,165 千円、相寿園管理組合負担

金 14,525 千円である。 

d 老人保護措置費 3,442 千円で執行率は 54.0％である。主なもの

は扶助費で相寿園・九重荘 3,402 千円である。 

e  高齢者社会参加推進事業費 6,440 千円で執行率は 64.1％である。 

主なものは町老人クラブ活動補助金（さわやかクラブ等）2,720

千円、シルバー人材センター育成事業補助金 3,590 千円である。 

f  高齢者見守り体制整備事業費 12 千円で執行率は 2.2％である。 

g ひとり暮らし高齢者等対策事業費 489 千円で執行率は 35.6％で

ある。 

（ウ） 心身障害者福祉費 

執行額は 325,044 千円で執行率は 62.9％である。 

ａ 心身障害者福祉費 936 千円で執行率は 33.5％である。 

ｂ 心身障害者更生援護費 

執行額は 28,812 千円で執行率は 58.9％である。主なものは重

度障害者（児）医療費審査手数料 1,142 千円、重度障害者医療費

給付事業等 27,110 千円である。 

c 心身障害者施設等負担金 

執行額は 7,262 千円で執行率は 42.8％である。全額、駿遠学園

管理組合分担金である。 

d 心身障害者自立支援事業費 

執行額は 266,206 千円で執行率は 64.8％である。主なものは生活介

護給付費 57,044 千円、就労継続支援給付費 45,064 千円、デイサービ

ス等給付費 71,582 千円、更生医療給付費 17,964 千円、施設入所給付

費 13,555 千円、共同生活援助給付費 16,461 千円、居宅介護給付費

14,646 千円、自立訓練、就労移行支援給付費 9,428 千円、サービス利

用計画作成費 4,957 千円、短期入所介護給付費 3,287 千円である。 

e 障害者自立支援施設管理事業費 

執行額は 1,599 千円で執行率は 39.5％である。主なものは指定管

理委託料 1,251 千円である。 

f 地域生活支援事業費 

執行額は 20,229 千円で執行率は 60.3％である。主なものは訪問入

浴サービス委託料 1,489 千円、相談支援事業委託料 7,926 千円、日常

生活用具給付費 4,487 千円、地域活動支援センター事業委託料 2,247

千円、移動支援事業委託料 2,056 千円である。 
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（エ） 人権・地域改善費 

執行額は 2,944 千円で執行率は 43.1％である。主なものは神戸

西会館運営費 2,844 千円である。 

（オ） 介護保険費 

執行額は 90,000 千円で執行率は 31.4％である。全額、介護給付

費繰出金である。 

  （カ） 生活保護費 

執行額は 1 千円で執行率は 0.3％である。全額、行旅人扶助料であ

る。 

◎ 一般会計（歳出）《繰越明許費》 

(ア) 社会福祉総務費・年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業費 

執行額は 56,376 千円で執行率は 87.9％である。主なものは臨時福

祉給付金 55,500 千円である。 

(イ) 老人福祉費・社会福祉施設管理事業費 

執行額は 141,839 千円で執行率は 100.0％である。全額、よしだア

スカの里建設に係る補助金である。 

◎ 介護保険事業特別会計（歳入） 

収入額は 1,117,185 千円で収入率は 87.8％である。 

(ア) 介護保険料 

収入額は 291,233 千円で収入率は 65.2％である。 

a  特別徴収保険料 

収入額は 272,022 千円で収入率は 66.6％である。全額、現年度分で

ある。 

b  普通徴収保険料 

収入額は 19,211 千円で収入率は 50.0％である。内訳は現年度分

18,530 千円で収入率は 58.4％、過年度分 681 千円で収入率は 10.2％

である。 

(イ) 督促手数料 

収入額は 14 千円、収入率は 100.0％である。 

(ウ) 国庫支出金 

収入額は 261,773 千円で収入率は 100.0％である。 

内訳は国庫負担金 212,000 千円、国庫補助金 49,773 千円である。 

(エ) 支払基金交付金 

収入額は 278,381 千円で収入率は 100.0％である。 

(オ) 県支出金・介護給付費県負担金 
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収入額は 147,385 千円で収入率は 100.0％である。 

(カ) 財産収入・準備基金利子 

収入額は 7 千円で収入率は 100.0％である。 

(キ) 繰入金・介護給付費繰入金 

収入額は 90,000 千円で収入率は 100.0％である。 

(ク) 繰越金・前年度繰越金 

収入額は 46,906 千円で収入率は 100.0％である。 

(ケ) 諸収入 

収入額は 1,486 千円で収入率 90.7％である。主なものは介護給付

費返還金 693 千円、二次予防事業費 88 千円、一次予防事業費 373 千

円、配食サービス使用料 320 千円である。 

◎ 介護保険事業特別会計（歳出） 

執行額は 1,022,133 千円で執行率は 51.1％である。 

(ア) 総務費 

執行額は 29,767 千円で執行率は 68.5％である。 

a  総務管理費・一般管理費 

執行額は 2,334 千円で執行率は 34.2％である。主なものは介護保険

制度運営事業費 1,325 千円、一般諸経費 1,009 千円である。 

b  徴収費・賦課徴収費 

執行額は 987 千円で執行率は 78.9％である。 

c  介護認定審査会費・榛原病院介護認定審査事務運営負担金 

執行額は 26,349 千円で執行率は 75.0％である。 

d  趣旨普及費 

執行額は 27 千円で執行率は 97.6％である。 

e  介護保険運営協議会費 

執行額は 70 千円で執行率は 38.5％である。 

(イ) 保険給付費 

執行額は 937,579 千円で執行率は 51.2％である。 

a  介護給付費 

執行額は 887,322 千円で執行率は 50.6％で全額、介護サービス等諸

費である。主なものは居宅介護サービス給付費 370,806 千円、地域密

着型介護サービス給付費 70,266 千円、施設介護サービス給付費

350,296 千円、居宅介護福祉用具購入費 1,091 千円、居宅介護住宅改

修費 3,346 千円、居宅介護サービス計画給付費 44,622 千円、居宅支援

サービス給付費 36,869 千円、地域密着型介護予防サービス給付費
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2,195 千円、居宅支援住宅改修費 2,068 千円、居宅支援サービス計画

給付費 5,463 千円である。 

b  高額介護サービス等諸費 

執行額は 15,667 千円で執行率は 67.6％である。主なものは高額介

護サービス給付費 14,527 千円、高額医療合算介護サービス給付費

1,130 千円である。 

c  その他諸費 

執行額は 686 千円で執行率は 48.1％である。 

d  特定入所者介護サービス等費 

執行額は 33,905 千円で執行率は 62.2％である。 

(ウ) 地域支援事業費 

執行額は 54,199 千円で執行率は 74.1％である。 

a  介護予防事業費 

執行額は 10,337 千円で執行率は 41.3％である。 

(a) 二次予防事業費 

執行額は 2,496 千円で執行率は 23.6％である。全額、運動器の

機能向上事業委託料である。 

(b) 一次予防事業費    

執行額は 7,840 千円で執行率は 54.5％である。主なものは運動

器の機能向上事業委託料 3,712 千円、認知症予防事業委託料 3,225

千円である。 

b  包括的支援・任意事業費  

執行額は 43,862 千円で執行率は 91.1％である。 

(a) 包括的支援事業費 

執行額は 41,665 千円で執行率は 95.8％である。主なものは包

括支援センター運営事業 33,762 千円、包括支援センター事業委託

料 1,189 千円、生活支援体制整備事業委託料 5,763 千円である。 

(b) 任意事業費 

執行額は 2,197 千円で執行率は 47.3％である。主なものは配食サ

ービス事業委託料 660 千円、家族介護支援事業委託料 629 千円であ

る。 

(エ) 諸支出金 

執行額は 587 千円で執行率は 4.3％である。 

a  被保険者保険料還付金 

執行額は 62 千円で執行率は 46.5％である。全額、過誤納付還付金
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である。 

b  償還金 

執行額は 525 千円で執行率は 4.7％である。 

エ 時間外勤務については月平均 1 人当たり 26.11 時間であった。（庁内月

平均 1 人当たり 21.01 時間) 

オ 所管施設の利用状況について（平成 28 年 11 月 30 日現在） 

（ア） 健康福祉センター及び老人福祉センター 

      a  開館日数 236 日 

b  使用日数 221 日 

c  使用延人数 25,002 人 

(a) 健康福祉センター計 14,760 人 

内訳：ミーティングルーム 3,008 人、プレイルーム 1,518 人、

生きがい工房 2,254 人、ボランティアビューロー2,457 人、研修

室 5,523 人 

(b) 老人福祉センター計 10,242 人 

内訳：和室（3 室）1,389 人、大広間 3,766 人、浴室 618 人、

リラックスルーム 4,469 人 

(イ) 神戸西会館  

      a  開館日数 200 日 

b  使用日数 125 日 

c  使用延人数 2,136 人 

カ 吉田町住宅新築資金等貸付金の債務処理について 

所管課長に報告書の提出を求め、債権者の実態調査、処理方針等に

ついて確認をした。 

⑵【監査の結果】  

監査の結果、財務に関する事務についておおむね適正に、経営に係る事業

の管理についてもおおむね合理的に行われている。 

⑶【指摘事項】 

な し 

⑷【監査意見】 

な し 

２ 防災課  

⑴【事務事業の概要】 

ア 課内組織 
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防災部門、地域安全部門の 2 部門で組織されている。 

イ 職員人数等は次のとおりである。 

管理職(課長兼防災監)1 人、一般職員 6 人の合計 7 人である。 

ウ 事務事業の歳出は、次のとおりである。(ただし、職員人件費は除く。) 

◎ 一般会計（歳出）  

(ア) 防犯対策費・防犯対策推進費 

執行額は 6,098 千円で執行率は 59.2％である。主なものは防犯灯

整備委託料 728 千円、防犯灯機器借上料 3,443 千円、榛南防犯協会負

担金 1,440 千円、防犯カメラ借上料 214 千円である。 

(イ) 交通安全対策費 

執行額は 7,347 千円で執行率は 62.3％である。 

a  交通安全推進費 

執行額は 4,675 千円で執行率は 75.4％である。主なものは県交通

安全指導員設置費負担金 3,749 千円、カーブミラー修繕費 474 千円で

ある。 

b  交通指導員活動費 

執行額は 2,672 千円で執行率は 47.8％である。主なものは交通指

導員報酬 1,584 千円（4 月～9 月分）、交通指導員出動手当 758 千円（4

月～9 月分）交通指導員制服 270 千円である。 

(ウ) 常備消防費 

執行額は 122,125 千円で執行率は 50.0％である。 

a  吉田町牧之原市広域施設組合負担金(消防費負担金) 

執行額は 2,560 千円で執行率は 51.4％である。 

b  消防救急広域事業費 

執行額は 119,565 千円で執行率は 49.9％である。主なものは消防

事務委託料 119,559 千円である。 

(エ) 非常備消防費 

執行額は 19,538 千円で執行率は 65.9％である。 

a  消防団運営費 

執行額は 8,612 千円で執行率は 49.9％である。主なものは被服費

755 千円、本部運営費交付金 1,600 千円、分団運営費交付金 4,356 千

円、県消防協会榛原支部負担金他 1,287 千円である。 

b  消防団員福利厚生費 

執行額は 10,926 千円で執行率は 88.0％である。主なものは平成 27

年度退職団員報償金（12 人分）5,039 千円、消防団福利厚生事業費用



- 39 - 

 

825 千円、消防団員退職報償金負担金 4,533 千円、消防団員福祉共済

掛金負担金 456 千円である。 

(オ) 消防施設費・消防施設整備事業費 

執行額は 542 千円で執行率は 5.4％である。全額、消火栓器具類取

替修繕等である。 

(カ) 災害対策費 

執行額は 9,320 千円で執行率は 9.5％である。 

a  地震対策費 

執行額は 626 千円で執行率は 2.4％である。 

b  防災意識向上事業費 

執行額は 5,037 千円で執行率は 79.9％である。主なものは地域防

災指導員養成講座委託料（受講者 13 人）2,160 千円、ジュニア防災

士養成講座委託料（受講者 38 人）149 千円、防災公園（北オアシス

パーク）指定管理委託料 2,600 千円である。 

c  情報伝達充実・強化事業費  

執行額は 3,657 千円で執行率は 5.6％である。主なものは通信回線

使用料 866 千円、防災行政無線保守点検委託料 1,436 千円、電波塔使

用料 968 千円である。 

◎ 一般会計《繰越明許》 

(ア) 公園費 

執行額は 1,361 千円で執行率は 99.3％である。全額、式典会場設営

委託料（北オアシスパーク開園式典）である。ただし、事業内（工事

費から）流用し、建設課の予算を防災課が執行している。  

エ 防災同報無線の現況整備状況について 

  (ア) 同報無線親局は役場に設置してある。 

(イ) 同報無線子局は 42 局設置してあり、内訳は住吉ブロック 15 局、

川尻ブロック 9 局、片岡ブロック 6 局、北区ブロック 12 局である。 

オ 時間外勤務については月平均 1 人当たり 38.97 時間であった。（庁内月

平均 1 人当たり 21.01 時間) 

⑵【監査の結果】  

監査の結果、財務に関する事務についておおむね適正に、経営に係る事業

の理についてもおおむね合理的に行われている。 

⑶【指摘事項】 

な し 
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⑷【監査意見】 

な し 

３ 議会事務局  

⑴【事務事業の概要】 

ア 職員人数等は次のとおりである。 

管理職(局長)1 人、一般職員 2 人の合計 3 人である。 

イ 事務事業の歳出は、次のとおりである。(ただし、職員人件費は除く。) 

◎ 一般会計（歳出）  

(ア) 議会費 

執行額は 49,572 千円で執行率は 67.7％である。 

a  議会運営費 

執行額は 46,798 千円で執行率は 68.2％である。主なものは議員報酬 

26,000 千円（4 月分～11 月分）、議員期末手当 5,700 千円（6 月期）、議

員共済費 14,010 千円、速記反訳委託料（定例会及び臨時会会議録）1,036

千円である。 

b  議会調査活動費  

執行額は 2,774 千円で執行率は 59.5％である。 

主なものは印刷製本費（議会だより印刷代）1,454 千円、議会図書

追録代 260 千円、自動車借上料 202 千円、静岡県町村議会議長会負担

金他 436 千円である。 

（イ） 監査委員費 

執行額は 637 千円で執行率は 49.8％である。主なものは監査委員報

酬 508 千円（4 月～9 月分）、旅費他（町監査委員研修会）107 千円であ

る。 

ウ 時間外勤務については月平均 1 人当たり 3.08 時間であった。（庁内月平

均 1 人当たり 21.01 時間) 

⑵【監査の結果】  

監査の結果、財務に関する事務についておおむね適正に、経営に係る事業

の管理についてもおおむね合理的に行われている。 

⑶【指摘事項】 

な し 

⑷【監査意見】 

な し 


